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要約
　農産物直売所を活用した農業振興が世界的に見受けられるようになってきた。生産現場
の近くに多くの消費者が存在する都市部においては、生産者の所得向上だけでなく減農
薬・減化学肥料などによる安全性を確保し、安心できる農産物の生産を促進させることに
関して地域内ネットワークを備えた農協の直売所の役割が期待されている。本稿では、都
市部である大阪府東大阪市において 2009 年５月から取り組まれている農協と行政が一体
となった農業振興事業を対象に、生産者の販売状況の変化や減農薬・減化学肥料農産物生
産への移行について明らかにするため、直売所の POS データの分析および生産者へのイ
ンタビュー調査を行った。結果、直売所への出荷者数が増加しているだけでなく、多くの
出荷者が品目数を増やすか、品目当たりの販売額を伸ばすことで直売所販売額を増大させ
ていることがわかった。また、販売額の比較的高い生産者は減農薬・減化学肥料生産に先進
的に取り組み始めており、販売額の低い生産者にも広がり始めていることが明らかとなった。

１．はじめに
　農業生産者が消費者に農産物を直接販売することによって農業振興を図る取り組み
が世界各国で見受けられるようになってきた。欧米ではファーマーズマーケットや
Community Supported Agriculture（CSA）として広がりを見せており、日本では農産物
直売所が重要な役割を果たしている。菅野（2009）は、直売所が地域農業に及ぼす影響と
して、①農業所得の拡大、②安全・安心農業の取り組み強化、③環境保全型農業への取り
組み強化、④地域農業の多様化と周年就業、⑤各種交流活動の活発化、⑥農産物の付加
価値の増大を挙げており、多くの先行研究によって直売所は、生産者の所得向上や生産
意欲の向上あるいは地域ネットワーク形成に大きく影響を与えていると述べられている

（Brown and Miller2008、益崎 2010）。
　消費者が身近に多く存在する都市部においては、農協の系統出荷（青果物の生産農家が
農協組織を通じて出荷すること）に代わる出荷先として地域内顧客をメインとした農産物
直売所が期待されており、農協の地域内ネットワークを活用した地域内消費の拡大が望ま
れている（菅野 2009）。また、生産環境が住宅地に近く消費者ニーズを反映させやすいこ
とから、減農薬・減化学肥料による安全・安心に配慮した農業生産や高付加価値を有する
農業生産が実践される傾向があるとされており（樋口 2008）、直売所を活用することでそ
のような農業生産を促進させる可能性があると考えられる。
　このように農業振興における直売所の重要性が提示されており、直売所に関する多く
の事例研究が見受けられるようになってきた（大浦 2011）。しかし、それらの多くは一時
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点における生産者へのアンケート調査によって出荷行動を分析したものが多く、時系列的
に分析した研究はない。また、直売所によって高付加価値化が可能であることから安全・
安心および環境保全型農業を普及できる可能性があるにもかかわらず、そのことに焦点を
当てた研究も見当たらない。そこで本稿では、都市部に位置する大阪府東大阪市において
2009 年５月から取り組まれている農協と行政が一体となった農業振興事業を対象に、2007
年から 2011 年の POS データの分析と生産者へのインタビュー調査によって、生産者の販
売状況の変化や減農薬・減化学肥料農産物生産への移行について明らかにする。
　
２．調査地の概要
２. １　調査地における農業の特徴
　大阪府東大阪市は、大阪市の東に隣接した人口 507,404 人（2013 年１月現在）の中核市
である。市内の農地は 231ha（2011 年）、総農家数は 689 戸（2010 年）１）であり、消費地
に近い都市農業の利点を活かし、鮮度が重視される軟弱野菜２）や花卉の生産を特徴として
いる。この地域では農地の約 80％が市街化区域に編入されていることから、大規模な農地
はないものの消費者の身近な場所に農地が点在している。都市部の農地は転用期待が高く、
高度経済成長期以降農地の減少は歯止めがかかっていない状況である。【表１】によると、
東大阪市では 2000 年～ 2010 年の 10 年間における販売農家３）数と田耕地面積の減少は著し
い。しかし、自給的農家数や畑耕地面積の減少率は小さいことから、小規模ながらも野菜、
果樹、花卉を生産していることがうかがえる。
　販売面においては、小規模零細農家が多いことや消費者との距離が近いことを活かし、
小ロットでは出荷が困難な系統出荷に加えて 1985 年代より大阪府内で初めて JA 直営の朝
市による農産物販売が開始された。その後、各単協において朝市が開催されるようになった。
この地域における朝市は、組織活動のほとんどを農協が主体となって行う農協主体型の形
態であった（藤田ら 2000）。現在、市内には 14 カ所の朝市、3 カ所の農産物直売所があり、
これらはすべて JA グリーン大阪と JA 大阪中河内の直営あるいは各支店での運営となって
いる。周囲には大型量販店、スーパーマーケットが立ち並んでいるが、直売所の消費者を
対象としたアンケー
ト調査４）によれば安
心・安全な農産物を
求める消費者の農産
物直売所に対する評
価は高い。

２. ２　東大阪市「ファームマイレージ２運動」
　「ファームマイレージ２運動」とは、地元産の農産物を購入することでどれだけの農地面
積が保全されるのかを視覚的に消費者に意識付けることで、消費者も含めた地域全体で農
地保全に努める運動であり、東大阪市農業振興啓発協議会５）（以下、啓発協議会とする）が
主体となり 2009 年５月から開始されたものである。「2（二乗）」には面積という意味があ
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り農地のことを指す。具体的には、市内にある農協が運営する直売所において、消費者
が購入する野菜を栽培するためにはどれぐらいの面積が必要なのか６）を明示することや、
環境に配慮した農産物（以下、エコ農産物とする）に貼付しているシールを集めると割引
を受けることができるとともに、農地保全に協力したことに関する感謝状が贈られるとい
う特典７）を付ける取り組みを行っている。また、地域の製パン会社と農家を結ぶことで
地元産の野菜を使用した加工品販売に繋げる取り組み、そのパンを購入した消費者を対象
に収穫体験の機会を提供する取り組みなども実施している。
　このような取り組みの目的は、「地元の農産物を買うという消費者の行動が、生産者の
モチベーションを向上させ、消費者が再び地元の農産物を買うことができる『機会』を増
やす、と共に、生産者と消費者の『距離』を縮め・繋ぐこと」であるとしている（東大阪
市ホームページ）。すなわち、地元の農業や農地に関する情報を提供し消費者の理解を促
すことで、地元産、特にエコ農産物の販売を拡大し、生産者の生産インセンティブを高め
るという循環（図１網掛け部分）を活性化することを狙いとしている。地産地消や減農薬・
減化学肥料栽培農産物の安全面や環境配慮に関する情報提供は多くの団体による活動でも
行われてきたが、地域の農地保全につながることを全面的に強調し、消費者が自身の購入
によってどれほどの農地が保全されたかを視覚的に確認できることは新しい視点である。
　本運動の運営面での特徴は、啓発協議会が母体となり、農協、東大阪市そして大阪府が
それぞれの役割や制度をうまく活用している点にある【図 1】。農協は直営の直売所や朝
市を運動の場として提供するとともに、生産者ネットワークを利用することで主体的に運
動を拡大することに努めている。エコ農産物の認証に関しては、大阪府が取り組んでい

査読論文

図１ファームマイレージ２の全体像
出所）田中（2011）および東大阪市ヒヤリング調査より筆者作成
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る大阪エコ農産物認証制度８）を活用し農産物の安全性確保の手段としている。そして、東
大阪市がこれらをコーディネートするとともに財政支援などの全面的支援を実施している。
また、本運動を実施する上で発生する費用には、エコ農産物に貼付するシール代（出荷者
に無償配布される）や特典としての割引および記念品代などがある。感謝状と割引特典に
ついては JA グリーン大阪フレッシュクラブの運営費の一部として、それ以外の費用は啓
発協議会予算の農業啓発事業費として扱われている。啓発協議会の 2012 年度歳入は年間約
400 万円であり、東大阪市が 365 万円、JA 大阪中河内と JA グリーン大阪が 10 万円ずつ負
担している。このうちエコ農産物支援と「ファームマイレージ２運動」には約 230 万円の予
算が計上されている。このように、本運動は農協と自治体の協力関係によって実施されて
いることがわかる。

２. ３　直売所における農産物販売とエコ農産物生産の推移
　「ファームマイレージ２運動」開始以降、直売所での地元産農産物の売り上げは右肩上が
りとなっている。特に割引制度と特典を設けたエコ農産物の伸びは急速である【図 2】。こ
のような伸びの主な要因として消費者・生産者双方にとっての利点が設けられていること
が考えられる。

　消費者側の利点としては、農産物を購入しシールを集めることで特典を得ることができ
ることが考えられる。また、農産物には生産者の氏名と連絡先を記入することとなってお
り消費者が安心できるよう工夫されていることも挙げられる。運動を開始して５ヶ月後に
啓発協議会が行った直売所でのアンケート調査では、エコ農産物の認知度が開始前の調査

図２　直売所における農産物の売り上げとエコ農産物の割合

出所）JA グリーン大阪フレッシュクラブのデータより筆者作成



－ 65 －

より 30％上昇し、エコ農産物を意識して購入する人が 49％上昇したという結果がある（田
中 2011）。また、エコ農産物を購入して特典を得た消費者は、運動開始以降から 2012 年
11 月までの累計で、約 1100 人となっており、発行した感謝状（シール 48 枚で贈呈）枚
数は 4,552 枚、表彰状（感謝状 10 枚で贈呈）は 115 枚に及んでいる。
　生産者側の利点としては、認証シールが無償で提供されること、エコ農産物の出荷手数
料が通常の農産物の手数料の 15％よりも実質的に 5％低いこと、消費者からの要望・感想
を直接あるいは協議会から聞くことができることが挙げられる。減農薬・減化学肥料栽培
ではより多くの労力が必要なうえ、独自の販路開拓がなければ生産増加は難しいとされて
きた（胡 2001、大山 2007）。大阪エコ農産物認証制度に関しても、開始された 2001 年以降、
認証シールなどの経費が必要なことに加えて、農協の系統出荷では差別化されないため有
利販売にならず、生産インセンティブが働かない状況であった。しかし、東大阪市のエコ
農産物認証件数は 2011 年以降、府内において最多となっている【表２】。
　このように、「ファームマイレージ２運動」によって地元産の農産物を購入する消費者
を確保するととも
に、直売所での地
元農産物と地元産
エコ農産物の売り
上げが伸びている
ことがわかる。

３．調査および分析方法
　本稿では、以上のような農協直営の直売所を活用した農業振興事業によって、生産者の
販売状況および生産行動や生産インセンティブがどのように変化しているのかを明らかに
することを目的とする。まず、JA グリーン大阪の直営直売所であるフレッシュクラブ３
店舗の POS システムに記録されている生産者のデータを用いることによって生産者の出
荷行動を全体的に把握する。分析対象とする生産者は、2011 年にフレッシュクラブで青
果農産物を販売した 114 人とし、データは 2007 年１月～ 2011 年 12 月の５年分を利用する。
次に、POS データからは見ることのできない生産者のインセンティブを把握するために、
直売所のみに出荷している専業農家 3 戸への聞き取り調査を実施することでより詳細な分
析を試みた。３農家への聞き取り調査は 2012 年９月 14 日に実施した。
　ここで、調査対象とする直売所、フレッシュクラブについて簡単に説明する。フレッシュ
クラブ３店舗の概要は【表３】のとおりである。全国の農業協同組合運営直売所の平均売
り場面積が 272㎡、年間販売金額が１億 4,787 万円であること（農林水産省 2011）から、
フレッシュクラブは比較的小さい直売所でありながら、３店舗合わせると全国平均より販
売金額がかなり大きくなっていることがわかる。また、販売額の４割近くが地場産農産物
の販売によるものであるという特徴を持つ。農産物は生産者が自ら価格をつけ、直接直売
所に持ち込まれる。農産物価格は周辺スーパーに比べて低い９）。出荷に要する費用は、出
荷手数料、バーコード代、包装代となっている。
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４．直売所を活用した農村振興事業の生産者への影響
４. １　POS データから見る生産者出荷行動の変化

（１）販売額と品目数の変化
　2007 年から 2011 年におけるフレッシュクラブ出荷者の販売額、農産物品目数、農産物の
うちエコ農産物の販売額および品目数の推移は【表４】のとおりである。出荷者数をみると、
2011 年に出荷した生産者 107 名のうち約 59％は 2007 年から継続的に出荷しており、残り
41％は 2008 年以降に出荷を開始している。2008 年と 2011 年に出荷を開始した人が 15 人と
なっており、他の年に比べて多い。エコ農産物の出荷者数は、2011 年において出荷者数全
体の約 51％である。2007 年は 10％であったことを考慮すれば、この５年間で急速な伸びと
なっていることがわかる。特に、2010 年にエコ農産物の出荷を新たに開始した人は 20 人に
のぼっている。2009 年に「ファームマイレージ２運動」が開始されたことが影響している
ものと考えられる。しかし、2011 年の新規生産者が 15 人であるのに対し、エコ農産物出荷
開始者が９人であることから、直売所への新規生産者がエコ農産物の出荷を目的としてい
るとは考え難い。
　販売額に着目すると、青果全体の販売額は各年において約半数の出荷者が 20 万円未満の
販売額となっており、販売額が 50 万円未満の生産者が増加している。2009 年に関しては、
100 万円以上の生産者が急増しており、最大販売額もこの年に大幅に増加している。これは
３店舗目の直売所が開店したことと、本運動の開始が要因として考えられる。一方、エコ
農産物の販売額に着目すると、25 万円未満の出荷者も増加してはいるものの、50 万円以上
の出荷者の増加が青果全体の増加とは異なっている。特に、2010 年には 50 万円以上の出荷
者が急増していることがわかる。これは、本運動によってエコ農産物の販売が増加したこ
とを示していると言ってよいだろう。2010 年および 2011 年の 50 万円以上 100 万円未満出
　荷者数は、青果全体とエコ農産物においてほぼ同数となっており、販売額の比較的大き
な生産者がエコ農産物の生産に積極的に取り組んでいることがわかる。
　品目数に関しては、１品目の出荷から 50 品目以上の出荷まで多岐にわたっている。ど
の年においても 15 品目未満の生産者が大半を占めているが、2009 年以降は 30 品目以上出
荷する人が増えていることがわかる。一方、エコ農産物の品目数は、青果全体ほど多くな
く、2011 年の最大品目数は 22 品目となっている。しかし、2010 年以降はエコ農産物生産
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者が増加するとともに 5 品目以上出荷している人が増加している。販売最大額についても、
2010 年に大幅に伸びており、出荷農産物のほとんどがエコ農産物となっている生産者が
いることがみてとれる。　以上のように、2007 年から 2011 年において、生産者数や販売
総額が増大しているとともに、2010 年以降はエコ農産物の生産者数や販売額が急速に伸
びていることが明らかである。

（２）販売額と品目数の関係
　2007 年、2009 年、2011 年の青果総販売額と品目数の相関は【図３】のとおりである。
それぞれの相関係数は 0.680、0.570、0.497 であり、すべて１％水準で統計的に有意となっ
ている。どの年においても、グラフの右下部分の生産者、すなわち少品目少量出荷の生産
者が多いことがわかる。また、品目数が多い生産者が必ずしも販売額が大きいことを意味
しないことも明らかである。しかし、2007 年から 2009 年にかけて 15 品目以上の生産者
の中で販売額を大幅に伸ばしている人がでてきており、2011 年にはその数が増加してい
る。すなわち、少品目多量出荷あるいは多品目多量出荷の生産者が増加しているというこ
とであり、直売所への出荷を目的として生産量を増大させたか、出荷先を直売所に移行さ
せている可能性が考えられる。相関係数からみても、2007 年は品目数が多いほど販売額が大
きいという関係が強いが、2011 年にはそれほど強い関係にはなっていない。したがって、販売
額の増加は品目数の増加だけでなく品目当たりの販売額の増加も関係していることがわかる。
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（３）販売額とエコ農産物の関係
　【表４】では、エコ農産物の販売額の度数分布を示したが、ここでは販売総額とエコ農産
物販売の有無、またエコ農産物の販売額と販売総額の関係についてみることとする。
　まず、販売総額とエコ農産物生産者であるかどうかの関係は【表５】のとおりである。
どの年においても販売総額が 100 万円以上の生産者がエコ農産物を出荷している傾向が
高く、この層の販売者数のうちエコ農産物を販売した生産者の割合は、2007 年から順に
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図３　販売額と品目数の散布図
出所）フレッシュクラブ POS データより筆者作成

出所）フレッシュクラブ POS データより筆者作成
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50％、80％、67％、94％、87％となっている。「ファームマイレージ２運動」開始直後の
2010 年は非常に高い割合である。50 万円以上 100 万未満の層においても 2010 年にエコ農
産物を販売した生産者数は前年にくらべて大幅に増加している。このことから、比較的
販売総額が大きい生産者がエコ農産物の出荷・販売量を増やしていることがわかる。一
方、25 万円未満の層をみると、2009 年まではエコ以外の生産者は多いものの、エコ農産
物を出荷している生産者の割合は非常に低くなっている。しかし、2010 年以降エコ農産
物生産者が急増していることがうかがえる。【表５】の網掛け部分は、各年のエコ農産物
生産者数に占める該当販売総額におけるエコ農産物生産者数の割合が高い３つを示してい
るが、2009 年以前は販売総額の高い層に位置している一方で、2010 年、2011 年は 25 万
円未満層に位置している。これは、販売総額が高い生産者が先駆的にエコ農産物の生産に
取り組み、その後、販売総額の低い生産者の中にもエコ農産物の生産および販売を開始す
る人が幅広く広がり始めていることを表している。Rogers（1983）が提唱した普及理論 10）

に照合すれば、2009 年以前からエコ農産物の販売に取り組んでいる生産者をアーリーアドプ
ター、2010 年以降に取り組み始めた生産者をアーリーマジョリティとみなすことができる。
　次に、エコ農産物販売額と青果販売総額に関係に着目する。【図４】は両項目の 2007 年、
2009 年、2011 年の散布図である。どの年においてもエコ農産物販売額が高い人は販売総
額が高い傾向があるが、決定係数をみると時間経過とともに高くなっている。すなわち、
両項目相関が強くなっているということである。エコ農産物の販売額を伸ばすとともに販
売総額も伸ばしていることがわかる。2009 年については、エコ農産物の販売額が小さい
ながらも販売額が高い生産者が増えており、エコ農産物の販売額を伸ばしている人と、エ
コ農産物以外の農産物の販売額を増加させている人がいることがわかる。2011 年につい

査読論文

図 4　販売総額とエコ農産物販売額の相関
出所）フレッシュクラブ POS データより筆者作成
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ては、販売額の大部分をエコ農産物販売額が占めている出荷者が増えている。

４. ２　生産インセンティブの変化
　前節では、直売所の POS データを用いて販売額と品目数を中心に生産者の出荷行動につ
いて述べてきた。2007 年から 2011 年の間に販売総額およびエコ農産物の販売額が伸びてお
り、特に「ファームマイレージ２運動」開始以降、エコ農産物販売額の伸びが著しいことが
明らかとなった。この急速な伸びには生産者のどのようなインセンティブが働いているの
だろうか。本節では、直売所に出荷している３名の専業農家にインタビュー調査を行った
結果を用いて生産者インセンティブについて分析する。
　各生産者への聞き取り内容をまとめたものが【表６】である。３名ともフレッシュクラ
ブ開店以降、販売先を市場出荷からフレッシュクラブに変更している。販売額と品目数に
着目すると、３名とも品目数を一度増加させたあと一定の品目数に落ち着いている。生産
者 A は総品目数があまり変化していないがエコ農産物の品目数が増加していることから、
もともと生産していた農産物をエコ農産物に転換したと考えられる。2009 年の販売総額の
増加は品目数の増加による可能性があるが、2010 年以降の増加はエコ農産物の販売額の増
大が大きく影響している。生産者 B も、一度品目数を増加させているが、エコ農産物の販
売額が上昇してからはエコ農産物以外の品目数を減らしている。生産者 C は、エコ農産物
も含む全体の品目数を増加させ販売額を伸ばしているが、エコ農産物の販売額はかなり大
きく影響していることがわかる。価格に着目すると、各生産者とも各年で大きな差異はない。
したがって、品目数あるいは販売量の増加によって販売額を伸ばしている。
　直売所に出荷することに関して、３者とも「自分の作ったものが売れることが見えるの
でやりがいになる」と言っている。収入が市場出荷より減ったとしても、消費者に自分の
農産物がどれぐらい売れるのかを知ることができ、消費者のニーズに直結するのが直売所
の魅力であると考えられる。もちろん、市場出荷よりも単価が高いことも利点であるだろう。
一方で、価格設定に大きな幅があることがみてとれるが、これには生産者間の価格競争が
強く影響しているようであり、極度に低価格にならないような環境整備が必要であると考
えられる。
　エコ農産物の生産面に関しては、農薬や肥料に要する経費の削減になることや農薬散布
に要する労働時間を短縮できる、あるいは健康や土壌に与える負荷を減らすことができる
といった意見があった。特に生産者 C は、エコ農産物の生産に切り替えることで労働時間
は減少したものの収益には変化がないと述べている。また、販売面に関しては、認証シー
ルに自分の名前と連絡先を記載するので販売する農産物に責任を持つことができる、消費
者から直接電話で要望や問い合わせがくることにより、消費者が求めているものを作りた
いというインセンティブが働いている。「ファームマイレージ２運動」によってエコ農産物
の売れ行きが増加したため、エコ農産物の生産に力を入れたいという声を聞くことができ
た。特に生産者 B は、運動前よりエコ農産物の生産を希望していたが、経費がかかるにも
かかわらず作っても売れなかったため、エコ農産物の生産諦めかけていたが、運動後は売
りたいと思っていたものが売れるような環境がととのったため、高いモチベーションに繋
がっている。
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５．結論
　本稿では、農地転用期待の高い都市部である大阪府東大阪市において取り組まれている
農協直営の直売所を活用した農業振興事業が、生産者の出荷行動やインセンティブにどの
ような変化をもたらしているかについて、直売所の POS データと生産者への聞き取り調
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査をもとに分析を行った。
　2007 年から 2011 年において直売所の販売額が急速に増加している。この要因として、第
一に出荷者の人数が増加していること、第二に生産者は出荷品目数を増やすことで販売額
を伸ばすか品目当たりの出荷量を増やす、あるいはその両方によって販売額を伸ばしてい
ることが明らかとなった。これは、少品目多量出荷あるいは多品目多量出荷の生産者が増
加しているということであり、直売所への出荷を目的として生産量を増大させたか、出荷
先を直売所に移行させている可能性が考えられる。また、「ファーマイレージ２運動」によっ
て推進が図られたエコ農産物の販売に関しては、比較的販売総額の大きい生産者がエコ農
産物生産に早くから取り組んでおり、運動開始 1 年後の 2010 年以降は販売総額の多い層と
比較的低い層において増加していることが明らかとなった。エコ農産物の販売額と販売総
額の相関が運動開始後に強くなっており、エコ農産物の販売額が大きい生産者は販売総額
も大きいと言える。
　このような直売所への出荷とエコ農産物生産への転換には、生産者自身が生産した農産
物が売れることを実感でき、消費者ニーズに直結することが大きなインセンティブとなっ
ている可能性があることがわかった。また、エコ農産物の生産に関しては、経費削減や健
康および土壌の悪化防止といった生産面に関する利点と、売れる楽しさとともに消費者の
声が聞ける、連絡先を記載することで責任が持てるといった販売面での利点が生産意欲に
繋がっていることがみてとれた。課題としては、極度に低価格にならないような環境整備
とエコ農産物生産者が増加する中でも安全性を確保する体制づくりがあげられる。
　どのような生産者が直売所出荷やエコ農産物生産への転換に取り組んでいるのか、価格
形成がどのように行われているのかについては、生産者属性を含めたより詳細な研究が必
要である。しかしながら、TPP や FTA などにより経済や貿易の自由化が促進され世界情
勢が不透明となる中で、本稿で取り上げた農業振興事業は、巨額の補助金や所得補償に頼
らないという点で今後重要になると考えられる。
　　

【注】
１）農地データは農林水産省（2011a）、総農家数は農林業センサスのデータである。
２）収穫後に常温で置いておくと変質し、鮮度が急速に落ちる野菜の総称であり、ホウレンソウ、ミズナ、キクナ、

コマツナなどの葉物野菜を指すことが多い。
３）販売農家とは「経営耕地面積 30 ａ以上または農産物販売金額が年間 50 万円以上の農家」であり、自給的農家

とは「経営耕地面積が 30 ａ未満かつ農産物販売金額が年間 50 万円未満の農家」である（農林水産省）。
４）東大阪市農業振興啓発協議会が直売所の消費者を対象に 2012 年 12 月実施。
５）東大阪市農業振興啓発協議会は、東大阪市・JA グリーン大阪・JA 大阪中河内・大阪府中部農と緑の総合事務所・

東大阪市農業委員会などで構成されており、東大阪市の農業の振興育成を図るとともに、市民の農業に対する
理解と関心を深めることを目的としている（東大阪市ホームページ）。

６）例えば、「小松菜１袋 250g 栽培するためには 1250 平方 cm 必要である」など。
７）エコ農産物に貼付しているシールを 48 枚台紙に貼って提出すると 300 円相当の金券と感謝状が贈られる。また、

感謝状 10 枚を集めると表彰状と記念品が贈られる。
８）大阪エコ農産物認証制度は、大阪府によって平成 13 年 12 月に開始された制度である。農薬の使用回数、化学

肥料（チッソ・リン酸）の使用量が府内の標準的な使用回数・量の半分以下になるよう府が基準を定めその基
準を満たす農産物を大阪エコ農産物として府が認証するものである。認証された農産物は費用自己負担の認証
マークを表示して販売することができる（大阪府ホームページ）。

９）例えば、2011 年 10 ～ 12 月のほうれん草およびエコほうれん草 1 袋の価格が 50 円～ 130 円、みずなが 60 円
～ 100 円、エコみずなは 50 円～ 98 円などとなっている。

10）新しいアイデアや技術が社会にどのように普及するかを説明しようとする理論であり、アイデアや技術が普及・
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拡散するときの技術採用者を時間軸ごとに「イノベーター」「アーリーアドプター」「アーリーマジョリティ」
「レイトマジョリティ」「ラガード」の 5 つに分類した。「アーリーアドプター」は「イノベーター」の次に
新技術を採用する人々であり、比較的経済的に裕福で、イノベーターよりも採用選択を賢明に行い、オピニ
オンリーダーとしての地位を維持する。「アーリーマジョリティ」は、一定の時間が経ってからアイデアの
採用を行う人々である。
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